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東北大学史料館   
 
1   
藤井 建人 
 
                 履 歴 書  
 
氏 名  藤井建人 (ふじい  たつと） 
性 別  男 
現住所  （削除）  
本籍地  （削除）  
生年月日 昭和24年(1949 年)2 月26日（満64歳） 
 
                  学        歴 
 
昭和39年（1964年）4 月 石川県立七尾高校入学 
昭和42年（1967年）3 月 石川県立七尾高校卒業 
昭和42年（1967年）4 月 小樽商科大学商学部入学 
昭和46年（1971年）3 月 小樽商科大学商学部卒業 
昭和46年（1971年）4 月 東北大学大学院経済学研究科修士課程入学 
昭和48年（1973年）3 月  東北大学大学院経済学研究科修士課程修了 
昭和48年（1973年）4 月 東北大学大学院経済学研究科博士課程入学 
昭和51年（1976年）3 月 東北大学大学院経済学研究科博士課程単位修得退学 
平成 9年（1997） 6月 東北大学 博士（経済学）  
 
                  職        歴 
 
昭和51年（1976年）4 月 東北大学経済学部文部教官助手に採用 
昭和52年（1977年）3 月 東北大学経済学部文部教官助手を退職 
昭和52年（1977年）4 月  東北学院大学経済学部商学科助手に採用 
昭和53年（1978年）4 月  東北学院大学経済学部商学科講師に昇任 
昭和55年（1980年）4 月  東北学院大学経済学部商学科助教授に昇任 
昭和63年（1988年）4 月  東北学院大学経済学部商学科教授に昇任 
平成5 年（1993年）4 月～ 
平成7 年（1995 年）3 月  東北学院大学経済学部商学科学科長に併任 
平成10年（1998年）10月 東北大学大学院経済学研究科・経済学部教授に採用 
平成25年（2013年）3月 東北大学大学院経済学研究科・経済学部教授を定年退職 
平成25年（2013年）4月 東北大学名誉教授 
                  
                 賞    罰 
 
昭和63年（1988年）8 月～ 
平成 1 年(1989 年） 7 月 日米教育委員会 (フルブライト委員会) 若手研究員プログラム 
Marriott School of Management, Brigham Young University, Provo, Utah. 
平成10年(1998)年7月 『企業将来情報とSEC－開示規制改革過程の研究－』[平成9年（1997
年）12月 同文舘出版]により1998年日本会計史学会賞受賞 
 
 
2   
藤井建人主要業績目録 
 
 
【著書・単著】 
『企業将来情報とSEC－開示規制改革過程の研究－』[1997年12月 同文舘出版] 
  1998年日本会計史学会賞受賞。 
 
【論文・単著】  
「財務会計情報拡大の論理－Reiling-Burtonの所論によせて－」『研究年報  経済学』(東北大
学), Vol.37,No.3[1975 年(昭和50年)12月], 51－68ペ－ジ。  
「財務会計の役割としての利害調整機能－いわゆる財務会計上の『判断』を手掛かりとして－」
『研究年報  経済学』(東北大学), Vol.39,No.2[1977年(昭和52年)11月], 113－128 ペ－
ジ。  
「将来情報開示に伴う責任－ Dolgow v. Anderson 事件によせて－」『東北学院大学論集経済
学』第76号[1978 年(昭和53年)3月],145－165ペ－ジ。  
「外部独立監査と MAS の両立可能性に関する一考察－Carey-Doherty 『両立可能説』の検
討－」『東北学院大学論集 経済学』第79号[1979 年(昭和54年)3月], 115－133ぺ－ジ。  
「外部独立監査とMAS との両立可能性に関する一展望」『東北学院大学論集 経済学』第82
号[1980 年(昭和55年)3月], 13－42ぺ－ジ。  
「将来情報開示とS.E.C.の方針－S.E.C.Safe(-)Harbor Ruleの検討－」『東北学院大学論集 経
済学』第92号[1983 年(昭和58年)9月], 79－130ぺ－ジ。  
「S.E.C.における将来情報開示－"Safe(-)Harbor Rule"の基本的思考及び問題点－」『東北学院
大学論集 経済学』第94号[1984 年(昭和59年)3月], 173－199ぺ－ジ.   
「SEC 開示政策の基本理念について－SEC 創設過程での議論等を中心にして－」『会計』
Vol.127,No.4[1985 年(昭和60年)4月], 49－63ぺ－ジ。                                         
 "Who Should the U.S. Securities and Exchange Commission's Corporate Disclosure Be 
Oriented for, the Sophisticated Investor or the Average Investor?: What Did the U.S. 
Congress Intend?," 『東北学院大学論集 経済学』第101号[1986年(昭和61年)3月], 23
－40ぺ－ジ。  
「機関投資家の投資状況開示規定(:1934 年証券取引法第 13 条(f) 項) の検討－SEC の主張と
の比較による－」『東北学院大学論集 経済学』第 104 号[1987年(昭和 62年)3月], 213
－232ペ－ジ。  
「証券取引法会計制度と複式簿記」久野会・久野光朗先生還暦記念論集編集委員会編『簿記か
ら会計への展開－久野光朗先生還暦記念論集－』[1992 年(平成4 年)12 月25日],第7 章, 
129－145ペ－ジ。 
「SEC における将来情報開示政策について(1) －"Hot Issue" との関わりにおいて－」『東北
学院大学論集  経済学』第122 号[1993 年(平成5 年)3月], 1－73ペ－ジ。  
「SEC と将来情報開示－Sommer Advisory Committee の主張について－」研究年報『経済
学』(東北大学),Vol.55,No.3[1994年(平成6 年)1月], 43－54 ペ－ジ。   
「SEC における将来情報開示政策について(2) － SEC, "Projections Hearings 1972 "を中心
にして－」『東北学院大学論集 経済学』第 125 号[1994 年(平成 6 年)3 月], 15－82 ペ
－ジ。  
「SEC における将来情報開示政策について(3) －もう一つの SEC, "Projections Hearings 
1972":200 通を越える『書面での見解』を中心にして－」『東北学院大学論集  経済学』
第127 号[1994 年(平成6 年)12 月], 1－55ペ－ジ。  
 
3   
「SEC における将来情報開示政策について(4) －1973 年 SEC, Division of Corporation 
Finance 勧告から 1975 年 SEC 通牒 33－5581 まで－」『東北学院大学論集  経済学』
第129 号[1995 年(平成7 年)9月], 1－52ペ－ジ。  
「SEC における将来情報開示政策について(5) －1976 年 4 月 23 日付通牒 33－5699 から
1978年11月07日付通牒33－5992 まで－」『東北学院大学論集  経済学』第131 号[1996 
年(平成8 年)3月], 1－69ペ－ジ。  
「SEC 企業将来情報開示政策について－企業将来情報開示に関する『セ－フ・ハ－バ－・ル
－ル』の成立過程、とくに，その立証責任規定を中心にして－」『会計史学会年報』1995
年(第14号)[1996 年(平成8 年)], 34－44ペ－ジ。  
「SECにおける将来情報開示政策について(6) －1978年11月07日付通牒33－5993でのSEC
免責条項規則案を中心にして－『東北学院大学論集  経済学』第132 号[1996 年( 平成8 
年)9月], 135－147ペ－ジ。 
「SECにおける将来情報開示政策について(7) －1978年 11月 07日付通牒 33－5993に対する
一般コメント(SEC Docket File No.S7－760)の検討－『東北学院大学論集  経済学』第 133 
号[1996 年(平成 8 年)12月], 55－106ペ－ジ。 
「SECにおける将来情報開示政策について(8) －1979年6月25日付通牒33－6084により採択
された1933年証券法規則175条を中心にして－」『東北学院大学 経理研究所紀要』第7 号
[1997年(平成 9 年)3月] , 73－93ペ－ジ。  
「ウォ－ル・ストリ－ト」東北アメリカ学会・竹中興慈他編著『アメリカを知る技法』 [2003
年（平成15年）1月], 24－29ペ－ジ。 
研究ノ－ト「いわゆる非財務会計情報の開示に向けてのSECの動向」研究年報『経済学』(東
北大学), Vol.67,No.4 [2006年(平成18年)3月], 105－122ペ－ジ。  
「外部独立監査と非監査業務（NAS）との両立可能性について－SEC通牒33－7870(June 20, 
2000)から通牒33－7919(November 21, 2000)を中心にして－」藤本雅彦編著『経営学の
基本視座－河野昭三先生還暦記念論文集』（まほろば書房），第14章， 2008年6月, 397
－453ページ。 
研究ノ－ト「2002年Sarbanes－Oxley法 301条 『公開会社の監査委員会』とその日本企業
への影響；その1 2003年1月8日付SEC通 牒33－8173までのSECと監査委員会」，
東北大学 研究年報『経済学』藤井建人退職記念号へ投稿中。 
 
【調査報告書】 
知的財産会計研究委員会（代表 古賀智敏）『知的資産に関する総合的研究』 [2006 年(平成
18年)5月]，第5章「いわゆる非財務会計情報の開示に向けてのSECの動向」, 107－136
ペ－ジ, 2003年(平成15年)度－2005年(平成17年)度科学研究費補助金基盤研究(A)(1)研
究成果報告書。  
 
【資料および紹介等】 
The United States General Accounting Office, CPA AUDIT QUALITY: Failure of CPA 
Audits to Identify and Report Significant Savings and Loan Problems. Report to the 
Chairman, Committee on Banking, Finance and Urban Affairs, House of 
Representatives. February 2, 1989. , GAO/AFMD－89－45,『東北学院大学論集  経済
学』第116 号[1971 年(平成3 年)3 月], 157－165ぺ－ジ。  
「機関投資家の台頭とSEC －1975年証券諸法修正法案S.2234およびS.2683, 93d Cong.,1st 
Sess.(1973) について (1)SEC の説明ならびに ,(2)"Committee of Publicly Owned 
Committee" の提言－」『東北学院大学  経理研究所紀要』第 2 号[1987 年(昭和 62年)3
月], 83－97 ペ－ジ。  
4   
By Horngren, Charles T.,1926－ Implications for Accountants of the Use of Financial 
Statements by Security Analysts  1955, reprinted 1978 by Arno Press, Inc., iv+77p.
『東北学院大学論集  経済学』第97号[1985 年(昭和60年)3 月], 89－101 ぺ－ジ。  
 
【学会等報告】 
「予測情報開示に伴う責任－Dolgow v. Anderson事件によせて－」 [1977 年(昭和 52年)10 
月17日] 日本会計研究学会東北部会(於, 弘前大学)。 
「将来情報の開示に向けて－SEC の動向を中心にして－」[1981 年(昭和 56 年)10 月 18 日] 
日本会計研究学会東北部会(於, 弘前大学)。 
「SEC 開示政策の基本理念について－SEC 創設過程での議論等を中心にして－」[1984 年
(昭和59年)]日本会計研究学会全国大会( 於, 中央大学)。 
「将来情報開示に向けてのSEC の動向－“Hot Issues”との関わりおいて－」 [1992 年(平
成4 年)11 月1 日] 日本会計研究学会東北部会(於, 東北福祉大学)。 
「SEC における将来情報開示政策について－通牒 33－5581 およびその他を中心にして－」
[1993 年(平成5 年)10 月17日] 日本会計研究学会東北部会(於, 秋田経済法科大学)。 
「SEC における将来情報開示政策について－通牒 33－5581[4/28/75]以降通牒 33－
6084[6/25/79]まで－」[1995 年(平成7 年)10 月2 日] 日本会計研究学会東北部会(於, 青
森公立大学)。 
 「SEC 開示政策について－企業将来情報開示に関するセ－フ・ハ－バ－・ル－ル成立過程を
中心にして－」[1995 年( 平成7 年)11 月3 日] 日本会計史学会第14回全国大会(於、東
北学院大学)。  
 「独立外部監査人における監査業務とコンサルタント業務との両立可能性について－
Sarbans-Oxley Act of 2002と SECの動向を中心に－」[2003年（平成 15年）5月 10日]
日本会計研究学会東北部会(於，東北大学)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
